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役員業務災害補償規程

第１章　総　　則

（目的）

第１条　この規程は、株式会社○○（以下「会社」という）の役員が、業務上の事由で災害を受けたときの補償について定める。

（適用）

第２条　この規程は、常勤の取締役および監査役（以下「役員」という）に適用する。

２　この規程は、通勤途上における災害についても適用する。

３　この規程は、労働者災害補償保険による補償を受けない場合について適用する。

第２章　補償の種類

（補償の種類）

第３条　この規程で補償される補償の種類は次のとおりとする。

　(1)　死亡補償

　(2)　後遺障害補償

　(3)　療養補償

　(4)　休業補償

（死亡補償）

第４条　役員が業務上の事由により死亡したときは、その遺族に対して補償金を支給する。

２　この補償を受けることができる遺族の範囲は、配偶者、子、父母、孫、祖父母、兄弟姉妹とし、その順位はここにあげたとおりとする。

３　補償金額は、次のとおりとする。

　　　会　長　　　　5,000万円

　　　社　長　　　　5,000万円

　　　副社長　　　　4,000万円

　　　専　務　　　　3,000万円

　　　常　務　　　　2,500万円

　　　取締役　　　　2,000万円

　　　監査役　　　　2,000万円

（後遺障害補償）

第５条　役員が業務上の事由により、身体に後遺障害が残ったときは、その障害等級に応じて補償金を支給する。

２　障害等級の区分や定義については、「労働者災害補償保険法施行規則」の規程に従う。

３　障害等級の認定は、医師の診断に基づいて行い、等級別の補償は次表のとおりとする。

	障害等級
	後遺障害補償
	障害等級
	後遺障害補償

	１級
	100％
	８級
	20％

	２級
	90％
	９級
	15％

	３級
	80％
	10級
	10％

	４級
	60％
	11級
	８％

	５級
	50％
	12級
	６％

	６級
	40％
	13級
	５％

	７級
	30％
	14級
	４％

	（注）上記の割合は死亡金額を基準にした割合である。


（療養補償）

第６条　役員が業務上の事由により、傷病状態になったときは、それにかかる療養費用を支給する。

２　療養費用は、医療施設などに支払った自己負担分を対象とする。

（休業補償）

第７条　役員が業務上の事由により、傷病状態になり休職するときは、その間の報酬を全額支給する。

（第三者からの補償との調整）

第８条　役員が第三者の行為によって災害を受け、第三者から補償金が支払われた場合は、この規程による補償金額と第三者から支払われた補償金額との差額を補償するものとする。

第３章　支給などに関する事項

（支給時期）

第９条　会社は、役員または遺族から請求のあった後、内容を確認後、速やかに補償金を支給する。

（届出）

第10条　役員は、業務災害補償に該当する状態が発生した場合、所定の用紙に記入し、速やかに会社に届け出るものとする。ただし、やむを得ない事情により、書類での届出が困難な場合には、口頭での届出に替えることができる。

（保険への加入）

第11条　この規程における補償を支給するための手段として、会社が保険加入を締結する場合、役員は、正当な理由なくこれを拒んではならない。

付　　則

（規程の改廃）

第１条　この規程の改廃は規程管理規程による。

（実施期日）

第２条　この規程は、平成○年○月○日から施行する。































